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安倍政権に対する北陸経済界からの緊急提言 

北陸の経済状況は、長引く円高などによる地域産業の国際 

競争力の低下や空洞化が懸念されている。また、エネルギー 

問題、産業振興、外交問題など課題は山積しており、新政権に

おいては、これらの課題に早急に取り組むとともに、大型補正

予算・平成 25 年度予算による景気対策をお願いする。 

新政権においては、「防災・減災のための公共投資を計画的

に実施」するとし、日本海国土軸など多軸型国土の形成と物流

ネットワークの複線化を進め、国土全体の強靭化を図ろうと 

している。 

加えて、原子力発電・エネルギー政策においては、原子力  

発電所の再稼働について、「安全第一主義を徹底した原子力 

規制委員会の専門的知見の判断による」として、安全基準に 

適合すれば再稼働を認める方針が示されている。 

いずれも重要かつ時宜を得た方針だと頷ける内容であり、 

この方針に沿って各方策が強力に推進されることを期待する。

当会からは、国土強靭化に向けた公共投資、エネルギー政策に

関して、特に以下の点について要望する。 
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1. 北陸新幹線の整備促進 

北陸新幹線は、昭和 48 年に整備計画が決定したにもかかわ

らず 40 年を経ても全線開通の目途がたっていない。前政権下

において敦賀までの延伸が認可・着工されたものの、開業は 

平成 37 年度となっており、この状況では北陸三県の一体的 

発展に支障が生じかねない。 

北陸新幹線は優れた経済波及効果に加え、東海道新幹線の 

代替補完機能を有する極めて優秀な公共事業である。今後、 

防災・減災のためのインフラ整備を中心とした公共投資を行う

にあたっては、北陸新幹線の敦賀延伸の早期開業、大阪までの

フル規格での全線整備を最優先事項として、整備計画の実現に

向けた最大限の取組みをお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北陸新幹線 金沢－敦賀間の経済波及効果（イメージ） 

・敦賀延伸により地域間交流が促され、年間約 800 億円の経済波及効果が生み
出される 

金沢までの場合 敦賀延伸

北陸への流入

2,930万人/年

北陸への流入

3,210万人/年
交流人口

280万人/年

増加

北陸地域内での観光等消費額
（宿泊、飲食、地域内交通費、土産、入場料等）

520億円/年増加

消費流出効果
100億円/年

北陸地域内の関連産業に波及
(原材料調達、サービス支出、運搬、燃料・エネルギー需要等)

経済波及効果総額 約800億円/年

(１次波及効果：670億円/年、２次波及効果：130億円/年)

消費流出分を
差し引いても

約700億円/年

の経済効果
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北陸新幹線の延伸・整備は、日本に真に必要な国家プロジェ

クトである。公共事業費の拡充・重点配分により十分な財源が

確保され、早期に全線開業が実現することを願っている。 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東海地震の災害の発生により、東京－名古屋間の幹線交通網が寸断された場合、
鉄道による移動は 1日あたり約 20 万人に支障が発生すると推定される 

 ⇒ 北陸新幹線を敦賀さらには大阪まで延伸することにより代替補完機能の 
有効性が高まる 

 

北陸新幹線迂回ルート経由による東西間の人的回復流動量 

・開業時期が早まることにより、地域間交流が早期に促され、経済波及効果が  
より大きくなる 

 ⇒ 3 年早く開業した場合：約 2,400 億円 

 

北陸新幹線 金沢－敦賀間の早期開業による経済波及効果の累積額 

(億円) 

(開業年度) 
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2. エネルギー政策の再構築 

当会では、かねてより、不安定な電力供給とエネルギー  

コストの上昇は、国際競争力の低下と産業空洞化の加速を  

もたらしその影響は深刻であることから、安全が確認された 

原子力発電所の再稼働が必要との意見を表明してきた。 

前政権下で「2030 年代に原発稼働ゼロを可能とするよう、

あらゆる政策資源を投入する」ことを柱とする「革新的エネル

ギー・環境戦略」（H24/9）がとりまとめられたが、この戦略

は数多くの問題を抱えている。 

特に、原子力をゼロとする場合には、「電力需給のひっ迫」、

「電気料金の上昇」、「再生可能エネルギー・省エネルギーの

見通しの実現性」、「温室効果ガス排出量の増加」等の様々な

課題がありながら、国民や経済界・産業界が納得できる解決の

道筋や具体的な解決策が示されていない。 

当会が実施した会員アンケート（平成24年11月公表）では、

「革新的エネルギー・環境戦略」については否定的な評価が 

多く（72.2％）、その理由として、「原子力発電という選択肢

はなくすべきでない（74.5％）」、「グリーンエネルギー革命

の実現性や影響に疑問・不安がある（65.2％）」等の声が上位

に挙げられている。 

また、安全が確認された原子力発電所の再稼働については、

肯定的な意見が多く（79.2％）、その理由としては「安定的な

電力の供給が必要（76.7％）」との回答が多い。 
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北陸経済連合会 会員アンケート 

・安全が確認された原子力発電所の再稼働について、79.2％が肯定的 
 

Ｑ．地域社会に対して丁寧に説明し、理解を得たうえで原子力発電所を再稼働さ
せることについて、どのように思われますか 

その通り

39.6%

どちらか

というと

その通り

39.6%

どちらか

というと

違う

7.1%

違う

2.7%

なんとも

いえない

8.2%

無回答

2.7%

(n=255)

 

・原子力発電所再稼働の理由として「安定的な電力の供給が必要」との回答が多い 
 

Ｑ．原子力発電所を再稼働させる理由は何ですか（複数回答） 

76.7

65.8

64.4

50.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

供給力の低下による停電の回避など、

安定的な電力の供給が必要

再生可能エネルギーの導入には限界

があり、さらに時間やコストがかかる

原子力発電所の長期停止に伴う火力

燃料費の増加による電気料金の上昇

が心配

現在の原子力技術レベルを高めること

で、さらなる安全確保が可能 （n＝202）

 

(％) 
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国内の各原子力発電所においては、国の指示に基づく緊急 

安全対策を実施済である。原子力規制委員会が安全性を確認 

したプラントから順次再稼働すべきであり、国は立地住民や 

関係府県を含む自治体の理解を得られるよう十分に説明する

ことが重要である。 

エネルギー戦略は国の根幹に関わるものであり、国民生活や

経済発展に直結する。「電源構成のべストミックス」について

十分時間をかけて検討し、経済界の意見等が考慮された、現実

的かつ戦略的なエネルギー政策が再構築されることを強く 

望む。 

 

 

平成 25 年 1 月 7日 

 

北 陸 経 済 連 合 会 

会 長  永 原  功 

 


